
将 来 像 ３「希望と活力にあふれる豊かな島」
基本施策 （１）県民所得の着実な向上につながる企業の「稼ぐ力」の強化
施策展開 ウ 中小企業等の経営基盤の強化による「稼ぐ力」の向上

（事業開始：昭和47年度）１ 事 業 名 県単融資事業

（令和３年度 52,172,275千円）２ 予算措置状況 令和４年度 62,304,308千円

３ 事業の概要
(1) 目的

中小企業の事業活動に必要な資金の融資の円滑化を図り、県内中小企業の振興に
寄与する。

(2) 内容
県内に所在する中小企業者及びこれらが組織する中小企業等協同組合等が事業資

金を必要とする場合に、各種中小企業向け資金を融資する。

＜事業スキーム＞

(3) 予算執行の仕組み
貸付金① 予算区分：
取扱金融機関② 貸 付 先：
預託③ 貸付内容：

(4) 事業実績
開始年度からの累計年度 過去３年間

項目 令和元年度 令和２年度 令和３年度

1,633 13,498 2,965 67,954件数（件）

22,001,736 205,453,827 42,879,128 587,460,462金額（千円）

４ 根拠法令、条例、規則等
沖縄県中小企業振興資金融資制度要綱(平成17年3月31日制定)

【問い合わせ先】
中小企業支援課 金融班
TEL：098-866-2343 FAX：098-861-4661 E-mail：aa052108@pref.okinawa.lg.jp
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将 来 像 ３「希望と活力にあふれる豊かな島」
基本施策 （１）県民所得の着実な向上につながる企業の「稼ぐ力」の強化
施策展開 ウ 中小企業等の経営基盤の強化による「稼ぐ力」の向上

（事業開始：昭和47年度）１．事 業 名 小規模事業経営支援事業

（令和３年度 1,184,446千円）２．予算措置状況 令和４年度 1,185,216千円

３．事業の概要
(1) 目的

、 、小規模事業者の経営改善等を図るため 商工会等が行う経営改善普及事業(金融
税務、労働、取引、経理等の相談・指導)に対して助成を行う。

(2) 内容
県内の商工会及び商工会議所、商工会連合会が、小規模事業者の経営の改善発達

を支援する事業(経営改善普及事業)を実施することにより、小規模事業者の経営基
盤の充実を図り、経済の健全な発展に寄与する。

(3) 予算執行の仕組み
補助金①予算区分：
県内の商工会及び商工会議所、沖縄県商工会連合会②補助対象：
各経費毎に単価を定め数量を乗じる補助③補 助 率：

(4) 事業実績
年度 過去３年間 過去3年度の

項目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

39 39 39 117補助事業数（件）

1,188,073 1,203,789 1,181,330 3,573,192補助金交付額 千円（ ）

222 225 225 672補助対象職員数 人（ ）

74,526 89,468 78,369 242,363相談延べ回数（件）

４．根拠法令、条例、規則等
商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律
沖縄県補助金等の交付に関する規則
沖縄県小規模事業経営支援事業費補助金交付要綱

【問い合わせ先】
中小企業支援課 支援班
TEL：098-866-2343 FAX：098-861-4661 E-mail：aa052108@pref.okinawa.lg.jp

＜事業スキーム＞

⑤補助事業実施
　経営改善普及事業
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将 来 像 ３ 「希望と活力にあふれる豊かな島」
基本施策 （１）県民所得の着実な向上につながる企業の「稼ぐ力」の強化
施策展開 ウ 中小企業等の経営基盤の強化による「稼ぐ力」の向上

（事業開始：昭和47年度）１．事 業 名 組織化指導事業

（令和３年度 106,350千円）２．予算措置状況 令和４年度 106,350千円

３．事業の概要
(1) 目的

中小企業者の経営の安定、近代化の促進を図るため、中小企業の組織化を推進す
る。

(2) 内容
規模の過小性、資金調達力や情報収集力の弱さなど中小企業者が直面する経営上

困難な問題解決のため、中小企業団体中央会に対し補助と指導を行うことにより、
中小企業の組織化を図り、中小企業組合の育成及び支援の促進を行う。

(3) 予算執行の仕組み
補助金①予算区分：
沖縄県中小企業団体中央会②補助対象：
事業区分により10/10又は2/3以内補助③補 助 率：

(4) 事業実績
年度 過去３年間 過去３年度の

項目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

12 10 12 34組合設立件数（件）

26,090 25,442 25,166 76,698設立及び運営相談件数 件（ ）

106,879 106,711 106,302 319,892補助金交付額（千円）

４．根拠法令、条例、規則等
沖縄県補助金等の交付に関する規則、沖縄県組織化指導費補助金交付要綱

【問い合わせ先】
中小企業支援課 支援班
TEL：098-866-2343 FAX：098-861-4661 E-mail：aa052108@pref.okinawa.lg.jp

＜事業スキーム＞

⑧補助事業実施
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②補助限度額内示
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将 来 像 ３「希望と活力にあふれる豊かな島」
基本施策 （１）県民所得の着実な向上につながる企業の「稼ぐ力」の強化
施策展開 ウ 中小企業等の経営基盤の強化による「稼ぐ力」の向上

（事業開始：平成24年度）１．事 業 名 沖縄雇用・経営基盤強化事業

（令和３年度 7,139千円）２．予算措置状況 令和４年度 7,139千円

３．事業の概要
(1) 目的

沖縄県における厳しい雇用環境に鑑みて、一定の事業規模を有する者の経営基盤
を強化し、廃業率を低下させ、沖縄県の雇用環境の改善を図る。

(2) 内容
県内の商工会及び商工会議所、商工会連合会が、特定規模事業者の経営の改善発

達を支援する事業(経営強化指導事業)へ助成を行い、特定規模事業者の経営基盤の
充実を図り、経済の健全な発展に寄与する。

(3) 予算執行の仕組み
補助金①予算区分：
県内の商工会及び商工会議所、商工会連合会②補助対象：
定額③補 助 率：

(4) 事業実績
年度 過去３年間 過去3年度の

項目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

39 39 39 117補助事業数（件）

7,446 7,496 7,060 22,002補助金交付額 千円（ ）

1,611 1,375 491 3,477相談延べ回数（件）

４．根拠法令、条例、規則等
沖縄県補助金等の交付に関する規則
沖縄雇用・経営基盤強化事業補助金交付要綱

【問い合わせ先】
中小企業支援課 支援班
TEL：098-866-2343 FAX：098-861-4661 E-mail：aa052108@pref.okinawa.lg.jp

＜事業スキーム＞

⑤補助事業実施
　経営強化支援事業
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 　 ②補助限度額内示

50



将 来 像 ３「希望と活力にあふれる豊かな島」
基本施策 （１）県民所得の着実な向上につながる企業の「稼ぐ力」の強化
施策展開 ウ 中小企業等の経営基盤の強化による「稼ぐ力」の向上

（事業開始：平成11年度）１．事 業 名 創業者等支援診断助言事業

（令和３年度 897千円）２．予算措置状況 令和４年度 1,000千円

３．事業の概要
(1) 目的
沖縄県融資制度、機械類貸与制度、設備貸与制度の融資効果を存分に発揮させ、

県内中小企業者の経営力の向上、廃業の防止を図る。

(2) 内容
創業者・事業承継支援資金（創業者支援貸付）を中心とした沖縄県融資制度、機

械類貸与制度、設備貸与制度を利用している中小企業者を対象に、中小企業経営の
専門的知見を有する専門家を派遣し、現状の把握、課題の整理、解決に向けたアド
バイス等を行う。

＜事業スキーム＞

(3) 予算執行の仕組み
委託料①予 算 区 分：
県内経営コンサルタント会社等②委 託 先：
３(２)の事業を委託③委 託 内 容：

(4) 事業実績
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

支援企業数 14社 9社 9社 ９社 ７社
支援回数 42回 27回 27回 27回 2１回

－ － －備考 一部県実施あり 一部県実施あり

４．根拠法令、条例、規則等
なし

【問い合わせ先】
中小企業支援課 金融班
TEL：098-866-2343 FAX：098-861-4661 E-mail：aa052108@pref.okinawa.lg.jp
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将 来 像 ３ 「希望と活力にあふれる豊かな島」
基本施策 （１）県民所得の着実な向上につながる企業の「稼ぐ力」の強化
施策展開 ウ 中小企業等の経営基盤の強化による「稼ぐ力」の向上

（事業開始：昭和58年度）１．施策事業名 機械類貸与制度原資貸付事業

（令和３年度 400,000千円）２．予算措置状況 令和４年度 400,000千円

３．事業の概要
(1) 目的
中小企業の設備の近代化及び合理化を推進し、生産性の向上を図る。

(2) 内容
中小企業の設備の近代化及び合理化を推進し、生産性の向上を図るため、沖縄県

中小企業機械類貸与資金貸付規程に基づき、(公財)沖縄県産業振興公社が実施する
機械類貸与制度事業に必要な原資の貸付を行う。

＜事業スキーム＞

産 中①原資貸付 ②申込み

業 小
県 振 企⑦貸付金償還 ⑥損料等支払い

興 業
公 者
社

③審査

④代金支払い

⑤設備搬入

メーカー
ディーラー

(3) 予算執行の仕組み
貸付金①予算区分：
(公財)沖縄県産業振興公社②貸 付 先：
機械類貸与制度事業に必要な原資③貸付内容：

(4) 事業実績
年度 過去３年間 開始年度

項目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 からの累計

18 10 16 834貸与企業数（社）

貸付金額（千円） 343,450 269,249 325,500 13,045,489

４．根拠法令、条例、規則等
沖縄県中小企業機械類貸与資金貸付規程

【問い合わせ先】
中小企業支援課 金融班
TEL：098-866-2343 FAX：098-861-4661 E-mail：aa052108@pref.okinawa.lg.jp
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将 来 像 ３「希望と活力にあふれる豊かな島」
基本施策 （１）県民所得の着実な向上につながる企業の「稼ぐ力」の強化
施策展開 ウ 中小企業等の経営基盤の強化による「稼ぐ力」の向上

（事業開始：令和２年度）１．事 業 名 小規模事業者等デジタル化支援事業

（令和３年度 44,300千円）２．予算措置状況 令和４年度 81,553千円
★沖縄振興特別推進交付金

３．事業の概要
(1) 目的
県内中小企業の労働生産性の向上のため、業務のデジタル化を促進する取組を実

施する。
(2) 内容
①IT利活用調査の実施
②IT専門家の配置
③IT導入補助金の執行

＜事業スキーム＞

(3) 予算執行の仕組み
委託料、補助金①予 算 区 分：
公募等により選定予定②委 託 先：
セミナー運営及びハンズオン支援等③委 託 内 容：

(4) 事業実績
年度 過去３年間 過去3年度の

項目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

－ 13,297 6,342 19,639交付額（千円）

－ 27 30 57補助事業数（件）

４．根拠法令、条例、規則等
－

【問い合わせ先】
中小企業支援課 支援班
TEL：098-866-2343 FAX：098-861-4661 E-mail：aa052108@pref.okinawa.lg.jp
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将 来 像 ３「希望と活力にあふれる豊かな島」
基本施策 (１) 県民所得の着実な向上につながる企業の「稼ぐ力」の強化
施策展開 ウ 中小企業等の経営基盤の強化による「稼ぐ力」の向上

１．事 業 名 事業承継推進事業 （事業開始：令和３年度）

２．予算措置状況 令和４年度 91,400千円 （令和３年度 68,898千円）
★沖縄振興特別推進交付金

３．事業の概要
(1) 目的
後継者不在率高い本県の状況を踏まえ、事業の継続と雇用の維持、技術の伝承を

図る観点から、県内中小企業等の事業承継を促進する取組を実施する。
(2) 内容
① 事業承継計画策定支援
② 後継者育成支援
③ 事業承継推進事業補助金の執行

＜事業スキーム＞

(3) 予算執行の仕組み
①予 算 区 分：委託料、補助金
②委 託 先：沖縄県産業振興公社
③委 託 内 容：事業承継計画策定支援、後継者育成支援、補助金執行補完

業務等

(4) 事業実績
年度 過去３年間 過去３年度の

項目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

交付額（千円） － － 6,862 6,862
補助事業数（件） － － 18 18

４．根拠法令、条例、規則等
－

【問い合わせ先】
中小企業支援課 支援班
TEL：098-866-2343 FAX：098-861-4661 E-mail：aa052108@pref.okinawa.lg.jp
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将 来 像 ３「希望と活力にあふれる豊かな島」
基本施策 ⑴ 県民所得の着実な向上につながる企業の「稼ぐ力」の強化
施策展開 ウ．中小企業等の経営基盤の強化による「稼ぐ力」の向上

１．事 業 名 産業間連携おきなわブランド戦略推進事業（事業開始：令和４年度）

２．予算措置状況 令和４年度 22,287千円（新規事業）
★沖縄振興特別推進交付金

３．事業の概要
(1) 目的

マーケティング調査に基づくブランド戦略を策定し、農・商・観と連携した取
組の中で本県の地域ブランド力を強化するとともに、そのブランド力を各産業の
高付加価値化や生産性向上に繋げることで、持続性の高い稼ぐ力に繋げる。

(2) 内容
１ マーケティング調査
データを活用した農林水産、商工、観光分野のマーケティング調査を実施。

２ ブランディング戦略の策定
マーケティング調査の結果を踏まえ、沖縄の強み・弱みを整理した上で課題を抽出

し、産業の高付加価値化や生産性向上を推進するブランド戦略を策定する。
３ 三部局連携研修会等
ブランド戦略で策定されたブランドコンセプトに沿って、県や民間事業者の取組を

推進するためのワークショップ等の開催
＜事業スキーム＞

(3) 予算執行の仕組み
①予 算 区 分：委託費、旅費
②委 託 先：未定
③委 託 内 容：３⑵のとおり

(4) 事業実績
新規事業のため、なし

４．根拠法令、条例、規則等
特になし

【問い合わせ先】
マーケティング戦略推進課 マーケティング戦略推進班
TEL：098-894-2030 FAX：098-866-4771 E-mail：ymshrohs@pref.okinawa.lg.jp
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将 来 像 ３ 希望と活力にあふれる豊かな島を目指して
基本施策 (３) デジタル社会を支える情報通信関連産業の高度化・高付加価値化
施策展開 ア 産業のDXを牽引する情報通信関連産業の高度化

（事業開始：平成24年度）１．事 業 名 ＩＴアイランド推進事業

（令和３年度 13,145千円）２．予算措置状況 令和４年度 17,424千円

３．事業の概要
(1) 目的

情報通信関連企業のビジネスモデルの高度化や転換を通じて産業競争力を高める
とともに、情報通信関連産業の構造変革につながる取り組みを企業や関係団体と連
携して推進する。

(2) 内容
①本県の情報通信関連産業の現状及び集積状況を把握し、情報通信関連産業振興
施策に活用する。

＜事業スキーム＞

(3) 予算執行の仕組み
①予算区分：旅費、委託料等
②委 託 先：県内民間事業者
③委託内容：県内の情報通信関連企業の実態調査等

(4) 事業実績
企業数 ：907社(うち立地企業数 496社）
雇用者数：42,630名（うち立地企業雇用者数 30,088名）※令和３年１月時点

４．根拠法令、条例、規則等
Ｓｍａｒｔ産業ビジョンおきなわ

【問い合わせ先】
情報産業振興課 情報・金融産業振興班
TEL：098-866-2503 FAX：098-866-2455 E-mail：aa058100@pref.okinawa.lg.jp

56



３「希望と活力にあふれる豊かな島を目指して」将 来 像
３）デジタル社会を支える情報通信関連産業の高度化・高付加価値化基本施策 （

施策展開 化ア 産業のDXを牽引する情報通信関連産業の高度

（事業開始：令和４年度）１．事 業 名 ICTビジネス高度化支援事業

（新規事業）２．予算措置状況 令和４年度 217,346千円

３．事業の概要
(1) 目的
県内ＩＴ事業者が実施する高付加価値なITビジネスの開発や他産業のDXに資するデ

ジタル技術の開発・実証等を支援することにより、県内IT事業者の技術開発力の強化
や高付加価値型ビジネスへの転換を促進し、産業の高度化を図る。
(2) 内容
１．補助金
①ビジネス構築ステージ：補助額：300万円以内/年（８／10補助）
・県内IT事業者が有するデジタル技術を新ビジネスに活用する際の技術的課題の抽出
や事業化に向けたパートナー企業との提携、テストマーケティングなどビジネス可能
性の検証等に対し補助する。
②技術高度化ステージ：補助額：800万円以内/年（３／４補助）
・県内IT事業者が有する技術、システム、ソフトウェア等に先端的技術（ＡＩ、５Ｇ
技術等）を活用し、技術面で他社との差別化・高付加価値化を図るための開発プロジ
ェクトに対し補助する。
③事業化ステージ：補助額：1,000万円以内/年（２／３補助）
・県内ＩＴ事業者が実施する新たなビジネスモデルの実証や他社のＤＸに資するデジ
タルサービスの事業化や社会実装に向けた取組に対し補助する。
２．委託料
・産業支援機関によるハンズオン支援や実証までのフォローアップ支援等を実施。

＜事業スキーム＞

(3) 予算執行の仕組み
①予 算 区 分：補助金等
②委 託 先：民間事業者
③委 託 内 容：上記スキーム参照

４．根拠法令、条例、規則等
沖縄振興特別措置法、おきなわSmart産業ビジョン

【問い合わせ先】
情報産業振興課 情報・金融産業振興班
TEL：098-866-2503 FAX：098-866-2455 E-mail：aa058100@pref.okinawa.lg.jp
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将 来 像 ３「 」希望と活力にあふれる豊かな島
デジタル社会を支える情報通信関連産業の高度化・高付加価値化基本施策 （３）

ア 産業のDXを牽引する情報通信関連産業の高度化施策展開

（ ）１ 事 業 名 沖縄型オープンイノベーション創出促進事業． 事業開始：平成30年度

（令和３年度 千円）２．予算措置状況 令和４年度 44,471千円 32,355
★沖縄振興特別推進交付金

３．事業の概要
(1) 目的

県内の企業間や業界間の枠組みを超えた連携を推進し、沖縄発の新たなITビジネ
スやイノベーションの創出を促進するため、ITを活用するスタートアップの支援を
行うとともに、ハッカソンを通じてIT産業と他産業等の様々な関係者にアイディア
の融合や事業化を体験させることで、新たな起業家の創出を図る。

(2) 内容
①ITを活用したスタートアップの成長に応じた段階的な支援の実施
②IT産業と他産業等の様々な関係者にアイディアの融合や事業化を体験させる場と
なるハッカソンの開催・運営

＜事業スキーム＞

(3) 予算執行の仕組み
①予 算 区 分：委託料、補助金
②委 託 先：民間事業者等
③委 託 内 容：スタートアップ支援、ハッカソンの開催・運営に係る業務

(4) 事業実績（令和３年度）
①スタートアップ支援件数：６件
②「フューチャーセンター （ワークショップ）の開催：５回」

４．根拠法令、条例、規則等
沖縄振興特別措置法、おきなわSmart産業ビジョン

【問い合わせ先】
情報産業振興課 リゾテック推進班
TEL：098-866-2503 FAX：098-866-2544 E-mail：aa058100@pref.okinawa.lg.jp
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３「希望と活力にあふれる豊かな島」将 来 像
３）デジタル社会を支える情報通信関連産業の高度化・高付加価値化基本施策 （

施策展開 化ア 産業のDXを牽引する情報通信関連産業の高度

（事業開始：令和３年度）１．事 業 名 ResorTech Okinawa推進事業
【※アジア・スマートハブ環境形成促進事業（H30～R2）の後継事業】

(令和３年度 65,725千円)２．予算措置状況 令和４年度 64,100千円
★沖縄振興特別推進交付金

３．事業の概要
(1) 目的

IT導入や実証事業等のDXに資する事例・支援策・セミナー等の情報が容易に入手
できる環境を整え、県全体のDXに向けた機運醸成を図るとともに、ResorTech EXPO
にて県内外IT企業と他産業のビジネス交流機会を創出することで、連携・共創を促
進する。

(2) 内容
①IT見本市の開催支援（負担金）
②ResorTech Okinawaウェブサイト等における情報発信（委託）

＜事業スキーム＞

(3) 予算執行の仕組み
①予 算 区 分：委託料、負担金、報償費、旅費
②委 託 先：民間事業者等
③委 託 内 容：上記事業スキーム参照
④負 担 金 交 付 先：ResorTech EXPO in Okinawa実行委員会
⑤負 担 金 用 途：上記事業スキーム参照

(4) 事業実績
①ResorTech EXPO 2021 in Okinawaの開催

）開催期間：令和３年11月18日～11月19日(オンライン展示会:11月1日～12月12日
②ResorTech Okinawa ウェブサイト等における情報発信
先進事例24件、イベント47件、その他記事12件等

４．根拠法令、条例、規則等
沖縄振興特別措置法、おきなわSmart産業ビジョン

【問い合わせ先】
情報産業振興課 リゾテック推進班
TEL：098-866-2503 FAX：098-866-2455 E-mail：aa058100@pref.okinawa.lg.jp
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将 来 像３ 希望と活力にあふれる豊かな島を目指して
基本施策（３）デジタル社会を支える情報通信関連産業の高度化・高付加価値化
施策展開 イ 国際的な情報通信拠点の形成

１．事 業 名 沖縄県投資環境プロモーション事業（事業開始：平成26年度）

２．予算措置状況 令和４年度 45,960千円 （令和3年度 60,272千円）
★沖縄振興特別推進交付金

３．事業の概要
(1) 目的

国内外において本県の投資環境をPRするための広報事業等を行い、県外・海外
企業の立地を促進する。

(2) 内容
①国内外企業誘致セミナー等の実施
②国内外各種展示会における沖縄投資環境紹介ブースの設置
③国内外企業を招聘した沖縄経済特区視察ツアー等の開催
④国内外企業への個別訪問の実施
＜事業スキーム＞

国際貨物物流ハブや経済特区をはじめとする本県の投資環境

沖縄県投資環境プロモーション事業（上記①～④の取り組み）

企業立地の促進

(3) 予算執行の仕組み
①予算区分：委託料、旅費、負担金
②委 託 先：広告代理店等
③委託内容：本県の投資環境をPRするための企業誘致セミナー等の実施など

(4) 事業実績
年度 過去３年間 開始年度

項目 平成31年度 令和２年度 令和３年度 からの累計

事業費（千円） 110,100 67,884 48,365 894,276

４．根拠法令、条例、規則等
沖縄振興特別措置法

【問い合わせ先】
企業立地推進課 企業誘致班
TEL：098-866-2770 FAX：098-866-2846 E-mail：indus-pr@pref.okinawa.lg.jp
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将 来 像 ３ 「希望と活力にあふれる豊かな島」
基本施策 (３) デジタル社会を支える情報通信関連産業の高度化・高付加価値

化
施策展開 イ 国際的な情報通信拠点の形成

１．事 業 名 情報通信関連企業等誘致事業 （事業開始：平成24年度）

２．予算措置状況 令和４年度 8,000千円（令和３年度 27,410千円）

３．事業の概要
(1) 目的

情報通信関連企業の誘致に向けた取組を行い、広く国内外から企業・人材・知
識が集積するアジア有数の国際情報通信拠点の形成に資すること。

(2) 内容
ア 国内外企業のアテンド・サポート、情報収集等
イ 情報通信関連産業に関する広報資料等の作成
ウ インターネット等を活用した情報通信関連施策等のPR

＜事業スキーム＞

(3) 予算執行の仕組み
①予算区分：委託料
②委 託 先：県内民間事業者
③委託内容：国内外企業の誘致

(4) 事業実績
・立地企業数：496社、雇用者数：30,088名 ※令和３年１月までの累計
・展示会等出展：３回 ※令和３年度実績

４．根拠法令、条例、規則等
新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画、おきなわSmart産業ビジョン

【問い合わせ先】
企業立地推進課 企業誘致班
TEL：098-866-2770 FAX：098-866-2846 E-mail：indus-pr@pref.okinawa.lg.jp

県 民間事業者委託

企業誘致・活性化

国内外の
IT関連企業
・団体等

企業立地の促進

ビジネスマッチングの
促進

県内の
IT関連企業
・団体等

ビジネスマッチン
グ
ガイドブック作成
WebによるPR

IT産業の集積
産業の高度化・活性

化
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将 来 像 ３「 」希望と活力にあふれる豊かな島
デジタル社会を支える情報通信関連産業の高度化・高付加価値化基本施策 （３）

イ 国際的な情報通信拠点の形成施策展開

（事業開始：令和４年度）１．事 業 名 ワーケーション活用型沖縄IT活性化事業

（新規事業）２．予算措置状況 令和４年度 4,977千円
※地方創生推進交付金

３．事業の概要
(1) 目的

ワーケーションで来訪する県外IT企業・IT人材と、県内IT企業・他産業及び学
生等との交流を促進する様々な取組に必要な経費の一部を補助することで、相互
の連携・協働の活性化を図り、新たなビジネスの創出や地域課題の解決を通して、
IT企業を始めとする県内企業の高度化・多様化を促進することを目的とする

(2) 内容
コワーキングスペースを運営する事業者が実施する、ワーケーションで来訪沖縄県内で

する県外IT企業・IT人材と、県内IT企業・他産業及び学生等との交流を促進する様々な
を支援する。取組（セミナー、ハッカソン等）

＜事業スキーム＞

(3) 予算執行の仕組み
①予 算 区 分：補助金
②委 託 先：なし
③委 託 内 容：なし

(4) 事業実績
なし（令和４年度新規）

４．根拠法令、条例、規則等
地域再生法、おきなわSmart産業ビジョン

【問い合わせ先】
情報産業振興課 リゾテック推進班
TEL：098-866-2503 FAX：098-866-2544 E-mail：aa058100@pref.okinawa.lg.jp

県
補
助

コワーキングスペース事業
者等

ワーケーションでコワーキ
ングスペースを利用する県
外 IT企業等を対象に、下記
イベントを開催
①県外IT企業と県内IT企業
の交流、勉強会
②県外IT企業と県内学生
やスタートアップ企業との
交流
など
※交流、ワークセッション、
セミナー等

効果

・新たなビジネス
の創出促進
・地域課題の解決
・県内学生のITへ
の興味喚起
・県外IT企業の誘
致

62



将 来 像 「希望と活力にあふれる豊かな島」３
デジタル社会を支える情報通信関連産業の高度化・高付加価値化基本施策 (３)
国際的な情報通信拠点の形成施策展開 イ

（事業開始：平成24年度）１．事 業 名 沖縄ＩＴ津梁パーク企業集積施設整備事業

（令和３年度 500,981千円）２．予算措置状況 令和４年度 524,191千円

３．事業の概要
(1) 目的

沖縄ＩＴ津梁パークに、民間の資金やノウハウを活用した「企業集積施設」を整
備し、ＩＴ関連企業の集積を図ることで、国際情報通信拠点を形成することを目的
としている。

(2) 内容
企業集積施設への入居を希望するＩＴ企業の応募から、県の審査を経て、入居企

、 （ ）業が内定した段階で 当該施設を建設し運営する民間開発事業者 ディベロッパー
を公募・審査・選定し、民間資金により施設を整備する。その後、県は、当該事業
者から、同施設をリース方式で借り上げるとともに 「公の施設」としてＩＴ企業、
へ使用させ、使用料収入を得ることで事業を運営する。
＜事業スキーム＞

(3) 予算執行の仕組み
使用料及び賃借料①予算区分：
民間開発事業者（企業集積施設整備事業者）②支出対象：

(4) 事業実績
企業集積施設第１号棟： H24.6.1 供用開始 第２号棟： H26.8.1 供用開始

第３号棟： H27.4.1 供用開始 第４号棟： H30.6.1 供用開始
第５号棟： H31.3.1 供用開始 第６号棟： R2.3.11 供用開始
第７号棟： R3.7.1 供用開始

４．根拠法令、条例、規則等
おきなわSmart産業ビジョン、
沖縄IT津梁パーク施設の設置及び管理に関する条例等

【問い合わせ先】
情報産業振興課 基盤整備班
TEL：098-866-2503 FAX：098-866-2455 E-mail：aa058100@pref.okinawa.lg.jp
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将 来 像 「希望と活力にあふれる豊かな島」３
デジタル社会を支える情報通信関連産業の高度化・高付加価値化基本施策 (３)
国際的な情報通信拠点の形成施策展開 イ

（事業開始：平成22年度）１．事 業 名 沖縄ＩＴ津梁パーク運営事業（指定管理料）

（令和３年度：78,199千円)２．予算措置状況 令和４年度 78,199千円

３．事業の概要
(1) 目的

沖縄ＩＴ津梁パーク施設に指定管理者制度を導入することで、民間ノウハウを活
用した施設の管理運営を実施するとともに、入居企業を含む施設利用者に対するサ
ービス向上や新たなＩＴ企業の立地促進に取り組む。

(2) 内容
指定管理者の設備保守点検、清掃、植栽管理等の維持管理や、管理事務所におけ

るサービスの提供など、施設の適切な管理運営を行う。

＜事業スキーム＞

(3) 予算執行の仕組み
委託料①予算区分：

②委託先：民間事業者
③委託内容：沖縄ＩＴ津梁パーク施設の指定管理

４．根拠法令、条例、規則等
おきなわSmart産業ビジョン、
沖縄IT津梁パーク施設の設置及び管理に関する条例等

【問い合わせ先】
情報産業振興課 基盤整備班
TEL：098-866-2503 FAX：098-866-2455 E-mail：aa058100@pref.okinawa.lg.jp
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将 来 像 「希望と活力にあふれる豊かな島」３
デジタル社会を支える情報通信関連産業の高度化・高付加価値化基本施策 (３)
国際的な情報通信拠点の形成施策展開 イ

（事業開始：平成21年度）１．事 業 名 沖縄ＩＴ津梁パーク運営事業

（令和３年度：107,788千円)２．予算措置状況 令和４年度 115,239千円

３．事業の概要
(1) 目的

沖縄ＩＴ津梁パーク施設の管理運営を行うとともに、指定管理者制度の適正な運
用を図る。

(2) 内容
沖縄ＩＴ津梁パーク内の５施設の光熱水費の支払いや施設の修繕、指定管理者制

度運用委員会の運営等を実施する。

＜事業スキーム＞

(3) 予算執行の仕組み
報償費、旅費、需用費、委託料、使用料及び賃借料予算区分：

４．根拠法令、条例、規則等
おきなわSmart産業ビジョン、
沖縄IT津梁パーク施設の設置及び管理に関する条例等

【問い合わせ先】
情報産業振興課 基盤整備班
TEL：098-866-2503 FAX：098-866-2455 E-mail：aa058100@pref.okinawa.lg.jp

県（情報産業振興課）

修繕費
支払い

指定管理者制度
運用委員会

・沖縄電力
・うるま市水道局

沖縄ＩＴ津梁パーク運営事業

50万円以上
の施設修繕
依頼

モニタリング
検証

支払い

モニタリング
報告

請求書

沖縄ＩＴ津梁パーク
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将 来 像 「希望と活力にあふれる豊かな島」３
デジタル社会を支える情報通信関連産業の高度化・高付加価値化基本施策 (３)
国際的な情報通信拠点の形成施策展開 イ

（ ）１ 事 業 名 沖縄情報通信センター運営事業 指定管理料． （ ）事業開始：平成27年度

（令和３年度 106,787千円)２．予算措置状況 令和４年度 106,787千円

３．事業の概要
(1) 目的

沖縄情報通信センターに指定管理者制度を導入することで、民間のノウハウを活
用した施設の管理運営を実施するとともに、入居企業を含む施設利用者に対するサ
ービス向上や新たなＩＴ企業の立地促進に取り組む。

(2) 内容
指定管理者の設備保守点検、清掃、植栽管理等の維持管理や、管理事務所におけ

るサービスの提供など、施設の適切な管理運営を行う。

＜事業スキーム＞

(3) 予算執行の仕組み
委託料①予算区分：

②委託先：民間事業者
③委託内容：沖縄情報通信センターの指定管理

４．根拠法令、条例、規則等
おきなわSmart産業ビジョン、
沖縄情報通信センターの設置及び管理に関する条例等

【問い合わせ先】
情報産業振興課 基盤整備班
TEL：098-866-2503 FAX：098-866-2455 E-mail：aa058100@pref.okinawa.lg.jp
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将 来 像 「希望と活力にあふれる豊かな島」３
デジタル社会を支える情報通信関連産業の高度化・高付加価値化基本施策 (３)
国際的な情報通信拠点の形成施策展開 イ

（事業開始：平成27年度）１．事 業 名 沖縄情報通信センター運営事業

（令和３年度 84,118千円)２．予算措置状況 令和４年度 79,344千円

３．事業の概要
(1) 目的

沖縄情報通信センターの管理運営を行うとともに、指定管理者制度の適正な運用
を図る。

(2) 内容
沖縄情報通信センターの光熱水費の支払いや施設の修繕、指定管理者制度運用委

員会の運営等を実施する。

＜事業スキーム＞

(3) 予算執行の仕組み
報償費、旅費、需用費、委託料予算区分：

４．根拠法令、条例、規則等
おきなわSmart産業ビジョン、
沖縄情報通信センターの設置及び管理に関する条例等

【問い合わせ先】
情報産業振興課 基盤整備班
TEL：098-866-2503 FAX：098-866-2455 E-mail：aa058100@pref.okinawa.lg.jp
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将 来 像 ３ 「希望と活力にあふれる豊かな島」
⑷ アジアのダイナミズムを取り込む国際物流拠点の形成と臨空・臨港型産業の集積基本施策

ア シー・アンド・エアなど多様な国際物流ネットワーク強化と物流コストの低減施策展開

（事業開始：平成24年度）１．事 業 名 国際航空物流機能強化推進事業

（継続事業）２．予算措置状況 令和４年度 747,555千円
★ 沖縄振興特別推進交付金

３．事業の概要
⑴ 目的

県内事業者の商流やビジネス機会の維持・拡大を図るため、県内輸出事業者等によ
る輸出促進に向けた支援や国際食品商談会の開催支援に取り組むとともに、国際直行
便の復便を見据えて、那覇空港への国際航空便の復便・就航促進や貨物上屋の機能強
化等に取り組む。

⑵ 内容
＜事業スキーム＞県内輸出事業者等への輸出促進

支援、国際貨物便の誘致、復便・就
航促進に向けた地上ハンドリング支
援、貨物上屋入居事業者への賃料
及び設備リースの支援、国際食品
商談会開催への負担金拠出

⑶ 予算執行の仕組み
① 予 算 区 分：委託料、補助金、負担金
② 委 託 先：民間事業者

補 助 対 象：県内輸出事業者等
③ 委 託 内 容：商談会等の開催、コンテナスペース確保

補 助 内 容：地上ハンドリング補助、国際貨物上屋賃料等の補助
負 担 金：沖縄大交易会への拠出

⑷ 事業実績
年度 過去３年間

項目 令和元年度 令和２年度 令和３年度

物流ハブ活用商談会等におけるPR件数 ５件 ５件 件５

コンテナスペース活用実績 1,423.9トン 1,055.9トン トン1,491.0

沖縄大交易会への参加サプライヤー数 342社 社 403社397

なし４．根拠法令、条例、規則等

【問い合わせ先】
アジア経済戦略課 国際物流推進班
TEL：098-866-2340 FAX：098-866-2526 E-mail：aa050075@pref.okinawa.lg.jp
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将 来 像 ３「希望と活力にあふれる豊かな島」
基本施策 (４）アジアのダイナミズムを取り込む国際物流拠点の形成と臨空・臨港型他産業の集積

施策展開 ア シー・アンド・エアーなど多様な国際物流ネットワーク強化と物流コストの低減

１．事 業 名 国際戦略推進企画事業（事業開始：平成25年度）

２．予算措置状況 令和４年度 19,680千円（令和３年度 21,867千円）

３．事業の概要
(1) 目的

那覇空港及び那覇港を中心とした国際物流拠点の形成のため、新たな物流モデル
の構築・展開、新たな物流関連ビジネスの創出等に係る調査・検討等に要する経費。

(2) 内容
・新たな貨物の創出（創貨）、貨物の集約（集貨）促進
・那覇港利活用における利便性向上
・物流の効率化・円滑化
・離島の産業振興に向けた物流円滑化
・その他物流改善に資する事業、調査

〈事業スキーム〉

(3) 予算執行の仕組み
①予算区分：委託料
②委 託 先：民間企業を公募により選定
③委託内容：物流モデル構築、物流ネットワーク形成、その他の物流改善・効率化

に係る業務

(4) 事業実績
・下地島空港における航空貨物輸送実証（Ｒ３年度）
・海事関連人材確保に向けた基礎調査業務（Ｒ３年度）

４．根拠法令、条例、規則等
なし

【問い合わせ先】
アジア経済戦略課 国際物流推進班
TEL：098-866-2340 FAX：098-866-2526 E-mail：aa050075@pref.okinawa.lg.jp
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将 来 像 ３「希望と活力にあふれる豊かな島」
基本施策 (４）アジアのダイナミズムを取り込む国際物流拠点の形成と臨空・臨港型他産業の集積

施策展開 ア シー・アンド・エアーなど多様な国際物流ネットワーク強化と物流コストの低減

１．事 業 名 物流対策総合支援事業 （事業開始：平成27年度）

２．予算措置状況 令和４年度 86,408千円 （令和３年度 48,337千円）
★沖縄振興特別推進交付金

３．事業の概要
(1) 目的

島しょ県である本県の物流諸課題に対応し、国際物流拠点形成に向けた効率化・
強化等を行うことにより産業振興を図る。

(2) 内容
①新たな物流モデルの構築（海上冷凍混載貨物輸送、中古建設機械等輸出実証）
②物流専門家による物流支援

〈事業スキーム〉

(3) 予算執行の仕組み
①予算区分：委託料等
②委 託 先：民間企業を公募により選定
③委託内容：新たな物流モデル構築のための実証、実証事業者のサポート業務、

物流改善・支援

(4) 事業実績
物流支援・相談件数 62件（Ｒ３年度）
実証事業による冷凍・冷蔵混載貨物輸送、中古建設機械輸出

４．根拠法令、条例、規則等
なし

【問い合わせ先】
アジア経済戦略課 国際物流推進班
TEL：098-866-2340 FAX：098-866-2526 E-mail：aa050075@pref.okinawa.lg.jp

県（2/10） 国（8/10）

○物流モデル構築
（機能強化）

・コールドチェー
ン構築実証事業
（冷凍混載貨物
輸送サービス）

○物流専門家によ
る支援

・実証事業ハンズ
オン支援

・物流改善支援・
相談

国際物流拠点形成に向けた効率化・強化等を総合的に実施

委託委託

○物流モデル構築
（物量強化）

・ベースカーゴ創
出実証事業（中
古建機等の輸出
実証）

委託

サポートサポート

70



将 来 像 ３「希望と活力にあふれる豊かな島」
アジアのダイナミズムを取り込む国際物流拠点の形成と臨空・臨港型産業の集積基本施策 (４)

施策展開 臨空・臨港型産業の集積促進イ

１．事 業 名：アジア・ビジネス・ネットワーク事業
（事業開始：平成28年度（事業名：海外ビジネス受入体制構築事業 ））

（令和３年度 40,823千円）２．予算措置状況 令和４年度 30,363千円
★沖縄振興特別推進交付金

３．事業の概要
(1) 目的

アジアにおけるビジネス・ネットワークを構築するため、海外企業と県内企業双
方のビジネスニーズ実現に向けた連携の推進、県内企業の海外展開、海外企業の誘
致等を促進する。

(2) 内容
①県内企業等と海外企業等とのビジネスネットワーク構築に向けた支援等を行う。
②海外企業の誘致等を促進するため、言語、商習慣、法的課題などについてサポー
トする窓口を運営する。

＜事業スキーム＞
①ビジネス・ネットワークを構築 ②サポート窓口を運営

(3) 予算執行の仕組み
：委託料①予算区分
：民間企業を公募により選定②委 託 先
：県内企業等のニーズ等調査・支援体制構築、サポート窓口の設置、③委託内容

(4) 事業実績
令和３年度実績
・海外企業等サポート業務 相談対応社数 70社
・県内企業等サポート業務 相談対応社数 44社

４．根拠法令、条例、規則等
なし

【問い合わせ先】
アジア経済戦略課 戦略推進室
TEL：098-866-2340 FAX：098-866-2526 E-mail：aa050075@pref.okinawa.lg.jp

産業振興公社

ジェトロ

商工会・会議所

○○業界団体

地域金融機関

有力企業

・・・

沖縄

中央、地方政府
（産業政策担当部

局）

産業支援機関

貿易支援機関

経済団体

○○業界団体

現地金融機関

有力企業

・・・

アジア諸地域

連携構築

に向けた意見交換

沖縄県

役割分担など

体制の整備
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将 来 像 ３「 」希望と活力にあふれる豊かな島を目指して
基本施策 （４）アジアのダイナミズムを取り込む国際物流拠点の形成と臨空

・臨港型産業の集積
施策展開 イ 臨空・臨港型産業の集積促進

（事業開始：平成27年度）１．事 業 名 国際物流拠点産業活性化促進事業

（令和３年度 10,452千円）２．予算措置状況 令和４年度 8,184千円
★沖縄振興特別推進交付金

３．事業の概要
(1) 目的

関係自治体等と連携し、国際物流拠点産業集積地域制度の活用促進に向けた諸施
策の実施により、臨空・臨港型産業の集積促進を図る。

(2) 内容
関係自治体等と連携し、国際物流拠点産業集積地域制度の周知活動に取り組む。

また、同地域の実態把握のため、調査等を実施する。

〈事業スキーム〉

(3) 予算執行の仕組み
①予 算 区 分：委託料

民間企業を公募により選定②委 託 先：
③内 容：国際物流拠点産業集積地域制度の実態把握調査、周知活動等

(4) 事業実績
関係自治体や税理士 等と連携した国際物流拠点産業集積地域制度の周知活動や会

実態把握調査等に取り組んだ。

４．根拠法令、条例、規則等
なし

【問い合わせ先】
企業立地推進課 立地企業支援班
TEL：098-866-2770 FAX：098-866-2846 E-mail：indus-pr@pref.okinawa.lg.jp
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将 来 像 ３「希望と活力にあふれる豊かな島を目指して」
基本施策 (４) アジアのダイナミズムを取り込む国際物流拠点の形成と臨空・

臨港型産業の集積
施策展開 イ 臨空・臨港型産業の集積促進

(事業開始：令和３年度)１ 事 業 名 国際物流拠点地域うるま地区立地企業支援事業．

（令和３年度 8,892千円）２．予算措置状況 令和４年度 14,972千円

３．事業の概要
(1) 目的

国際物流拠点産業集積地域うるま地区の立地企業に対し、経営支援パートナーを
派遣することで、生産性の向上や稼ぐ力の強化を図るとともに、県内企業等との連
携を促進し、産業振興につなげることを目的とする。

(2) 内容
①経営支援パートナーが、ニーズ分析、施策提案、実行、検証等の支援を行う。
②経営支援パートナーがコーディネーターとなり、マッチングを行うことで、企業
間連携又は産学連携を促進する。

＜事業スキーム＞

(3) 予算執行の仕組み
委託料及び旅費①予 算 区 分：
経営コンサルタント等（企画提案公募により選定）②委 託 先：
経営に関するハンズオン支援③委 託 内 容：

４．根拠法令、条例、規則等
なし

【問い合わせ先】
企業立地推進課 立地企業支援班
TEL：098-866-2770 FAX：098-866-2846 E-mail：indus-pr@pref.okinawa.lg.jp

沖
縄
県

委託

73


